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図 １-1 国家機関の建築物ストックの推計 















日本は 1950 年代から高度経済を成し遂げ、1964 年の東京オリンピックと 1970 年の大阪万国




地方自治体の 1970 年代までの平均経常収支比率を見ると都道府県、市町村ともに 70%を維持

























































































































































の規模となっている。図 1-5 から公的不動産のうち、約 7 割以上を地方自治体が所有しているこ
とが分かる。こうした資産を適切に維持保全し、次世代へ資産を受け継いでいく必要があること
からも施設マネジメントの重要性が確認できる７)。 
※ PRE 戦略を実践するための手引書参照：PRE 研究会、2010.5 
図 １-5 公共及び民間の所有不動産資産規模 





































































































































なお、本研究は以下の 5 章から構成されている。（図 1-6） 
 
 
















「第３章  公共施設の維持保全に関する実態調査」 
自治体の公共施設維持保全に関する実態を把握するため、3 段階で調査を行う。まず、第 1 段
階ではいくつかの施設を選定し、現地調査を行う。現地調査では対象施設の老朽化実態を把握す
ることが主な目的であるが、公共施設というものが実際にどのような機能をしているのかを理解
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表 ２-1 主な公共施設資産関連法 
名称 整備時期 主な内容 備考 










国有財産法 1948 年 
6月 30日 






地方財政法 1948 年 










































































表 ２-2 旧再建法と地方財政健全化法の特徴 
























































め、2000 年 3 月に総務省（旧自治省）「地方自治体の総合的な財政分析に関する調査研究会」
によって、ストック情報を表す普通会計の統一的なバランスシート作成方針（いわゆる総務省方


























表 ２-3 公会計整備の取組み４) 
 地方 国 















2004 年 6 月  「省庁別財務書類の作成基準」（財
政制度等審議会） 
 10 月  「省庁別財務書類（14 年度決算分）」
を公表 








2006 年 3 月 全都道府県・政令市で「連結バランスシ
ート（試案・16 年度決算分）」を公表 
 
 5 月 「新地方公会計制度研究会」報告書公表  
 6 月  「公会計整備の一層の推進に向けて
～中間取りまとめ～」（財政制度等
審議会） 
 7 月 「新地方公会計制度実務研究会」発足  




いし 5 年後までに、4 表の整備又は 4
表作成に必要な情報の開示を要請 
 
















































分析は図 2-１に示すように 3 段階で行う。まず、第 1 段階では各項目について地方自治体ご




分析においては公開情報が最も多かった 2006 年度の資料を収集した。なお、ここでは主に 2006
年度の財政関連資料を活用したが、一部は 2005 年度資料を用いて分析を行った。 
 






                                                   




























































図 ２-2 バランスシートの簡易構成図 
 35 





















資本部 正味資産 国庫支出金、都道府県支出金と一般財源に分類して表示する 
 
 
















































































表 ２-8 財政関連資料開示状況 
区分 
財政白書 バランスシート 行政コスト計算書 
2005 年度 2006 年度 2005 年度 2006 年度 2005 年度 2006 年度 
八王子市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
立川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
武蔵野市 ○ ○ △（総務省×） △（総務省×） △（総務省×） △（総務省×） 
三鷹市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
青梅市 × ○ ○ ○ × × 
府中市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
昭島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
調布市 × × × × × × 
町田市 × ○ × ○ × ○ 
小金井市 △ △ ○ ○ ○ ○ 
小平市 × × ○ ○ ○ ○ 
日野市 × ○ ○ × ○ ○ 
東村山市 × ○ ○ ○ × × 
国分寺市 × × × △（総務省×） × △（総務省×） 
国立市 × × ○ ○ ○ ○ 
福生市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
狛江市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
東大和市 × × × × × × 
清瀬市 × × ○ ○ × × 
東久留米市 × × △（総務省×） △（総務省×） × × 
武蔵村山市 × × × × × × 
多摩市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
稲城市 ○ ○ ○ ○ ○ × 
羽村市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
あきる野市 × ○ × ○ × ○ 






































順で、人口の規模も同じパターンであり、八王子市は人口 50 万人を越えている。なお、人口 10
万人以下、有形固定資産総額１億円程度の比較的小規模の地方自治体も見える。そのうち、多摩
市は人口規模に比べ有形固定資産合計が大きく見える。人口の多い市ほど有形固定資産の規模が


































































































































37% 36% 35% 34% 34% 32% 32% 30% 30% 29%














































































図 ２-5 次世代負担比率 



















































































「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 

































































































土木費、教育費、総務費、衛生費、民生費の 5 つの項目が全体有形固定資産の 9 割以上を占め









「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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   （７）土木費
   （９）教育費
   （１）総務費
   （３）衛生費
   （２）民生費
   （10）その他
   （８）消防費
   （６）商工費
   （５）農林水産業費












































































































































































































































































うち約 5 割前後の割合を占めている。 
  










































































































































































































































































































手 許 資 金 
減価償却累計額 
 



















































































































































































図 ２-16 老朽化比率 




二つのコスト項目分類をマトリクス上に記録すると図 2-17 のようなイメージになる。 

































































































図 ２-18 行政コスト計算書における目的別割合 













































































































































































図 ２-21 行政コストにおける物件費と人件費の比較 
 




































































「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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図 2-23 を見ると、調布市やあきる野市は 8％以上も使用料等で行政コストを賄っている。ま
た、逆に西東京市などは約 3％程度しかまかなえておらず行政コストのほとんどが一般財源と都

































































































図 ２-23 使用料・手数料合計/行政コスト合計 





















































































































































































































































図 ２-25 有形固定資産対行政コスト比率 

































































































































































「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
「※」印の自治体は 2005 年度のデータ 
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る行政コストは 1 割程度であることが分かった。 




































































第 1 象限 第 2 象限 
第 4 象限 第 3 象限 
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図 ２-31 老朽化比率と資金手当率 
第 1 象限 第 2 象限 







































































第 1 象限 第 2 象限 
第 4 象限 第 3 象限 
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２．６ 多項目による総合評価 







具体的なチャート作成の流れを図 2-33 示す。 
 


















表 ２-10 多項目分析の項目構成 















































































































































































































































総合評価値が 50.5 で 80 点満点から見ると良
好ではない。6 つの評価項目が全て中程度で、
可もなく不可もない。 

















































































































い、評価は次のような 3 段階で行った。 
 1 段階：自治体の財・行政関連の公開資料による項目ごとの分析を行う。 
 2 段階：PPM マトリクス分析法を用いて 2 変数の視点から相対的な優劣を把握する。 
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本研究は以下のように 3 段階の調査で構成する。 
第 1 段階：現地調査による公共施設実態及び問題点の把握 
第 2 段階：コミュニティ関連施設に関するアンケート調査 
第 3 段階：自治体の施設情報保有状況調査 




























































表 ３-1 施設点検チェックシート 























































































表 3-2 のように統一名称をつけた。 
 































ては、鋼管の交換周期は 25 年から 40 年まで延ばすことも可能である。しかしながら、本事例
のように外側から配管の劣化が進むということに対しては、最低 10 年に 1 回の防錆塗装をする
ことで防止することができる。 
 











図 ３-4 現地調査対象施設写真③ 
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1986 年 外壁塗装 
1987 年 内装改修 
1990 年 屋上防水 
2000 年 空調設備 
 
 








し、20 自治体の 48 施設の調査を行った。 
調査の結果、コミュニティ関連施設には、住民への貸出部屋として提供される様々な名称の部
屋が存在し、これら同様の機能をもっている部屋に対して統一の名称を付けた。その名称を用い




































民センターなどが含まれる。以下の表 3-3 に公共施設の分類を示す。 
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タの入力を依頼し、E-mail もしくは Excel データの書き込まれたデータディスクを受け取る形
でデータ収集を行った。この調査票を 2006 年 10 月に 26 自治体に配布し、各自治体の協力を得
て 2007 年 1 月までに 20 自治体 194 施設のデータを収集した。記入要領に関しては各自治体の
代表者への説明会開催とサンプルの作成、電話及びメールでの対応を行った。 
なお、各データは表 3-4 のように構成される。 
 














それぞれのデータ分類ごとの調査票のサンプルを表 3-5 から表 3-10 に示す。 
表 3-5 は施設基本データ調査票で施設の所在地、施設管理者、敷地に関する情報を記入する
ことになっている。 
表 ３-5 施設基本データ調査票 
 
 









































表 ３-6 建物データ調査票 
 
 




























































表 ３-7 建物ランニングコストデータ調査票 
 
 
分類 項目 記載欄 備考











































貸室名称 面積 収容人員 利用時間 貸室料金
ホール 227.87㎡ 180人 3.0時間/コマ 1000円/コマ
4.0時間/コマ 1500円/コマ
4.5時間/コマ 1900円/コマ
第一会議室 32.40㎡ 16人 3.0時間/コマ 400円/コマ
4.0時間/コマ 500円/コマ
4.5時間/コマ 600円/コマ
第二会議室 58.22㎡ 30人 3.0時間/コマ 600円/コマ
4.0時間/コマ 800円/コマ
4.5時間/コマ 900円/コマ
第三会議室 41.97㎡ 22人 3.0時間/コマ 500円/コマ
4.0時間/コマ 700円/コマ
4.5時間/コマ 700円/コマ
和室 26.96㎡ 20人 3.0時間/コマ 300円/コマ
4.0時間/コマ 400円/コマ
4.5時間/コマ 400円/コマ






























日時 利用時間 人数 利用目的 備考
ホール ─ ─
2004/4/1 午前（9時～12時） 15人 軽体操
2004/4/1 午前（9時～12時） 20人 音楽
2004/4/1 午前（9時～12時） 18人 ダンス
（以下サンプルのため省略）
第一会議室 ─
2004/4/1 午前（9時～12時） 15人 会議・講習
2004/4/1 午前（9時～12時） 10人 音楽










の随意契約上限金額である 130 万円以上の工事をその対象とする４)。 
 
表 ３-10 施設の工事履歴データ調査票 
 
 






分類 項目 記載欄 備考
履歴の把握状況 （130万以上の工事履歴について） 1990年以降を把握
実施年 工事名称 金額 備考
1992年 保育室改修工事（増築） 20000千円 増築工事を実施
1995年 南・東面壁および塔屋外壁改修工事 7500千円
1998年 2階床剥がれ、壁タイル補修工事 1500千円
1998年 受水槽更新工事 5000千円 受水槽の交換















本項では収集できた 194 施設のデータを自治体の区分をせずに分析を行う。 
本研究のために東京都下 26 自治体を対象に行ったアンケート調査で収集したコミュニティ関連
施設のデータを表 3-11 に示す。20 自治体から総施設 194 ヵ所の延床面積は 254,680 ㎡で、自
治体によってその保有施設数は異なり、多い自治体は 28 施設、尐ない自治体は 1 施設となって
いる。 
 
表 ３-11 調査対象自治概要及びコミュニティ関連施設 
自治体 施設数 総人口 建築面積(㎡) 延床面積(㎡) 
A 28 540,671 23,868 48,087 
B 17 171,325 5,365 21,156 
C 16 171,326 6,801 14,218 
D 11 138,894 5,439 10,324 
E 11 238,385 7,841 21,295 
F 9 110,368 3,691 6,197 
G 12 408,238 10,874 21,886 
H 5 109,713 2,909 7,271 
I 17 177,532 5,000 10,750 
J 10 145,645 11,654 23,200 
K 11 114,270 8,244 12,881 
L 7 72,348 2,931 5,040 
M 9 58,915 3,540 6,430 
N 6 80,809 5,906 9,397 
O 1 114,376 1,586 3,350 
P 5 67,886 2,963 7,208 
Q 6 142,267 4,492 10,411 
R 5 78,461 5,425 9,908 
S 1 55,674 866 2,844 
T 7 189,221 1,252 2,828 
総計 194 3,186,324 120,645 254,680 






図 3-7 に調査対象施設の建築面積ヒストグラムを示す。欠損値を除いて建築面積 500 ㎡以下
の施設は４割程度、1,000 ㎡以下施設が 7 割以上となっていて平均建築面積は 705 ㎡である。 
図 3-8 には延床面積のヒストグラムを示す。欠損値を除いて延床面積 500 ㎡以下の施設は１































































図 ３-7 建築面積          図 ３-8 延床面積 
 
② 建蔽率・容積率 
建蔽率は欠損値以外の全施設の 9 割が 60%以下になっていて 80%を越える施設もあるが平均
建蔽率は 38.3%である。 
































































地上階数は 1 階が 13 施設、2 階が 125 施設、3 階が 37 施設で約 9 割が 3 階以下になってい
る。地上階数 3 階以下の施設がほとんどであるため建物の最高高さは 15 メートル以下が多く、













































図 ３-11 地上階数          図 ３-12 最高高さ 
 
④ 工事費(現価注1換算値) 
総工事費は 5 億円以下の工事が、欠損値を除いた全施設の約 8 割を占めている。そのうち、
15 施設は 1 億円以下となっている。平均工事金額は約 3.5 億円で 10 億円以上の施設は 5 施設と
なっている。㎡当り工事費は 20 万円以下から 70 万円以上まで幅広く分布している。欠損値を
除いた全施設の 88.7％が㎡当り 40 万円以下の工事費で建てられたが、60 万円以上の施設は 6


















































図 ３-13 工事費(現価換算値)    図 ３-14 ㎡当り工事費(現価換算値) 
 




受変電設備容量は 300kVA 以下が欠損値を除いた全施設の約 9 割を占めていて 300kVA から
500kVA の間に 9%、500kVA 以上の施設は 1%の 2 施設となっている。 




竣工年は 194 施設のうち、1970 年までが 6 施設、1971 年から 1980 年まで 61 施設、1981
年から 1990 年まで 72 施設、1991 年から 2000 年まで 44 施設、2001 年以降が 11 施設である。
また構造は、160 施設が RC 造、RC 造・一部 S 造が 26 施設、RC 造・一部 SRC 造が 3 施設、























































































図 3-18 は、調査施設の竣工時期とその延床面積を示す。1965 年頃から毎年度、新しいコミ
ュニティ施設が一定量整備されている。なお、全コミュニティ施設の 8 割以上を占める 161









1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
竣工年
(㎡)
図 ３-18 竣工時期と延床面積 
 
③ 年度別ストックの推移 
図 3-19 は、施設全体について築年ごとの延床面積を累計したグラフである。1966 年に最初
のコミュニティ施設が竣工され、築後 40 年以上が経過している。2010 年現在では、194 施設、


















































































図 ３-19 調査施設全体の延床面積の累計 
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図 3-20 は調査施設の築年について年度別に占める割合を示す。調査対象となった施設は 1980
年には 9 割以上が築 10 年以下であったことに比べ、2000 年には 3 割以下となっている。なお、









1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年
10年以下 11年～20年 ２１年～30年 31年～40年 40年以上
 




査した。最寄駅から 10 分圏内に位置している施設は約 5 割、20 分圏内まで広げると全施設の



































た時間となる。延べ利用者数が 10,000 人以上の施設はほとんどが最寄駅から 12 分圏内とな























表 ３-12 エネルギー種別１次エネルギー原単位換算根拠 
区分 単位 換算値 備考 
電気 kWh 9.0MJ 電力発電のときの発電端投入熱量 
ガス N ㎥ 41.1MJ 都自治体ガスとして計算 





y = 0.0007x + 435.76
R2 = 0.7246

















図 ３-23 エネルギー消費量と面積 
 
３．４．４ 自治体別施設データ分析 
本項では調査で収集した 20 自治体 194 のコミュニティ施設を自治体ごとの分析を行う。 
 
（1） 延床面積 




y = 0.0747x + 833.08
R2 = 0.7257

















図 ３-24 人口とコミュニティ施設の面積の関係 
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図 3-25 は、各自治体の人口当たりおよび 1 施設当たりの床面積を示す。全施設における１
施設当たりの平均床面積は 1478.61 ㎡、人口一人当たりの平均延床面積は 0.083 ㎡となって
いる。 
ここで、O 自治体、S 自治体では、他自治体と比較し 1 施設当たり延床面積は大きいものの、
住民一人当たり延床面積は相対的に小さくなっている。逆に、M 自治体では、1 施設当たり
の延床面積は小さいものの、一人当たり延床面積は比較的広く、小規模施設が多数配置され
ていると考えられる。T 自治体では、１施設当たりの床面積が 500 ㎡以下で最も小さく、さ
らに住民一人当たりでも 0.02 ㎡を切り最も小さくなっている。B、C、D、K、L、M、N 自
治体は、1 施設当たりの床面積は平均以下であるが、住民 1 人当たりの利用できるスペースは
大きい傾向がある。 
 
１施設当り延床面積                        一人当り延床面積 




入額が急増すると予想される築後 20 年以上経過した施設に注目する。E 自治体、O 自治体、
P 自治体、S 自治体の施設全てが築後 20 年以上経過している。また、C 自治体、D 自治体、
M 自治体は 9 割近くの施設が築後 20 年以上経過している。さらに、I 自治体、J 自治体、L



































A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T
10年以下 11年～20年 21年～30年 31年以上
 
図 ３-26 各自治体保有面積の築年数の割合(2010 年現在) 
 
（3） エネルギー消費量 
図 3-27 が示すように、最も多いエネルギー源は電気であるが、F 自治体、O 自治体、Q 自
治体などでは、ガスも主なエネルギー源の一つとなっている。一般的にエネルギー源として重
油を使用している自治体は尐数であるが、D 自治体、E 自治体、P 自治体、R 自治体では、総
消費エネルギー中の約 2 割を重油が占めている。図 3-28 において単位床面積当たりの年間エ
ネルギー消費量と水使用量をみると、O 自治体は、単位面積当たりの年間エネルギー消費量が
最も多く、最も尐ない A 自治体の約 7 倍になっている。これは水使用量でも同様の傾向にな










A B D E F G H I J K L M N O P Q R S T
電気 ガス 重油
 
図 ３-27 年間総エネルギー消費量のエネルギー源割合 
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図 ３-28 ㎡当り年間エネルギー消費量と水使用量 
 
図 3-29 は、各自治体における 1 ヶ月間の施設利用者 1 人当たりの平均エネルギー消費量と
水使用量を示す。施設利用者 1 人当たりエネルギー消費量と水使用量の全体平均は、それぞれ
33.05MJ/人・月と 0.031 ㎥/人・月であった。利用者一人当たりのエネルギー使用量は、M 自
治体、P 自治体で高く、A 自治体、F 自治体、I 自治体などで低くなっている。一人当たり水
使用量では、E 自治体、M 自治体で高く、エネルギー消費量同様に A 自治体、F 自治体、I
自治体などで低くなっている。今までの傾向と違い、M 自治体が他の自治体と比較して特に
多くなっている。P 自治体の場合は、図 3-29 で見たように、単位面積当たりのエネルギー消
費量は尐なかったものの、施設利用者 1 人当たりの消費量は大きくなっている。 
 






























































A 21,294,357 442.83  760,513 9.99 14,241 0.30  508.62 0.007  
B 16,942,642 800.84  996,626 21.83 15,185 0.72  893.24 0.020  
D 12,962,650 1255.61  1,178,423 38.43 8,068 0.78  733.42 0.024  
E 26,647,188 1251.31  2,422,472 37.72 42,164 1.98  3,833.09 0.060  
F 6,848,162 1105.00  760,907 9.85 4,559 0.74  506.55 0.007  
G 29,519,324 1348.78  2,459,944 35.95 23,458 1.07  1,954.83 0.029  
H 6,148,669 845.59  1,229,734 -  10,140 1.39  2,028.00 -  
I 7,822,284 727.68  460,134 13.82 5,616 0.52  330.35 0.010  
J 15,974,415 688.54  1,597,442 19.25 10,275 0.44  1,027.50 0.012  
K 16,933,350 1314.57  1,539,395 36.36 14,159 1.10  1,287.14 0.030  
L 3,351,763 665.08  478,823 27.13 2,432 0.48  347.43 0.020  
M 5,602,490 871.33  622,499 70.01 5,382 0.84  598.00 0.067  
N 5,943,845 632.54  990,641 41.46 6,706 0.71  1,117.72 0.047  
O 9,121,370 2722.56  9,121,370 44.11 10,258 3.06  10,258.00 0.050  
P 6,734,810 934.38  1,346,962 63.96 3,279 0.45  655.80 0.031  
Q 19,128,230 1837.32  3,188,038 -  19,647 1.89  3,274.50 -  
R 9,284,393 937.11  1,856,879 50.39 8,295 0.84  1,659.00 0.045  
S 4,028,004 1416.20  4,028,004 42.45 5,144 1.81  5,144.00 0.054  
T 2,131,809 753.95  304,544 16.09 1,637 0.58  233.86 0.012  









換算したものである。時間当たり契約金額は、最も安い A 自治体の 250 円台から、最も高い
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Q 自治体の 3,700 円台まで分布している。L 自治体でも高くなっているが、概ね時間当たり
1,000 円前後が一般的な金額となっている。 
図 ３-30 受付委託額 
 
図 3-31 は、年間配置延時間と延床面積を換算の基準とした人的警備委託額である。時間
当たりの人的警備契約額は、最も安い G 自治体が 800 円以下であり、多くは 1,000 円前後
となっている。最も高い S 自治体では 1,500 円以上となっている。なお、単位面積当たりの
人的警備委託額は、時間当たり人的警備契約額よりも、自治体ごとのばらつきが大きくなっ
ている。 





























金額は、500 円台から 4,500 円台まで分布している。F 自治体、T 自治体が 600 円程度と安い
一方で、E 自治体、L 自治体では 4,000 円を超えている。 
図 ３-32 清掃委託額 
 
図 3-33 は、延床面積を基準として、単位面積当たりの設備管理委託額を示す。契約金額は、
300 円台から 5,000 円台まで分布している。D 自治体、H 自治体、I 自治体、L 自治体、M 自
治体が 1,000 円を切る一方、A 自治体、O 自治体、S 自治体が 4,000 円を超えている。 



































図 3-34 は、築年数ごとの各自治体の修繕工事費投入総額を示す。築 7 年頃の修繕工事費が
高くなっており、その内訳は、施設増築、設備増設、特殊用途部屋設置などである。築 23 年
が費用のピークで、その後は金額が減尐している。築後 36 年経過時には M 自治体の工事がみ
られるがデータ上では 2 回目の大規模修繕工事ではなく 1 回目となる。また、多くの自治体で
築後 12 年以上経過すると、段階的に大規模修繕工事が行われたことが分かる。 
 
図 ３-34 各自治体の築年数毎の修繕工事費投入総額 
 
図 3-35 は、各自治体の築年数ごとの単位面積当たり修繕工事費を累計したグラフである。
築後 36 年経過時までに単位面積当たりの修繕工事費累計は 100 万円を超えているが、25 年
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図 3-36 は、自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数を示す。利用人数においては、A 自治体が
最も多くなっているが、A 自治体は延床面積や人口も最も多くなっている。G 自治体、K 自治
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表 3-14 は、各自治体の総人口に対して 1 ヶ月間で施設を利用した延べ利用者数の割合であ
る。総人口の 3 割以上となっている自治体がある一方で、1 割以下の自治体もある。 
表 ３-14 人口に占める施設利用者の割合(単位：％) 
自治体 A B C D E F G H I 
施設 
利用割合 
31.90  37.48  34.29  39.36  27.89  25.54  14.55  34.95  37.64  
自治体 J K L M P Q R S T 
施設 
利用割合 
40.14  5.79  14.19  19.57  13.22  10.53  22.56  14.01  5.83  
 














A B C E F G H J K L P S T
午前 午後 夜間
 
図 ３-37 自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数の割合 
 
図 3-38 は、自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数と総有効延床面積注3を示す。延べ利用者数
と有効延床面積のバランスがよくない自治体が一部にみられる。 






























図 ３-38 自治体全体の 1 ヶ月間延べ利用者数と有効延床面積 
 
図 3-39 に、施設当たりの利用人数と施設当たりの有効面積注4を示す。施設規模とその施設
の利用者数は、必ずしも比例していないことが分かる。A 自治体、E 自治体、G 自治体、J 自
治体、R 自治体の場合、施設の面積は 1,900 ㎡前後で同様な規模であるが、利用者数にはかな






















図 ３-39 1 施設当たり延べ利用人数と 1 施設当たり有効面積 
 




図 3-40 は、各自治体の 1 施設の 1 日平均施設利用者数とその利用者の 1 日平均 1 人当たり
有効面積注5を示す。A 自治体は 1 日平均施設利用者 300 人以上で 1 人当たり有効面積が 10 ㎡




























図 ３-40 1 施設の 1 日平均利用人数と 1 日平均 1 人当り有効面積 
 
                                                   
注5 1 日平均 1 人当たり有効面積とは各自治体の 1 施設当たり有効面積を 1 日間平均施設利用
人数で割った値である。 
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表 ３-15 各自治体の部屋毎の延べ利用者数 













A 27,765 23,518 11,655 10,203 11,148 4,121   56,057 144,467 
B 18,587 12744 11,211 915  16,190 5,027   64,674 
C 13,934 15951 6,744 657 3,756 4,707 727 369  46,845 
D 40,448 6243 4,503  4,702     55,896 
E 20,046 5630 13,236  13,810 15,698    68,420 
F 14,502 3069 9,069 1,082    388  28,110 
G 22,792 7455 824 2,908 1,170 23,374  342  58,865 
H 5,568 1498 12,974  1,491  4,267   25,798 
J 14,777 2937 3,978 2,958 4,411 25,273 2,447 1,184  57,965 
K 2,421 1774 2,320      154 6,669 
L 3,449 275 123 626  5,823    10,296 
M 5,557 2587 1,772   1,093  938  11,947 
P 5,011 1491 1,956     317  8,775 
Q 4,024 1234 1,505 1,703 353 5,340  1,195  15,354 
R 7,267 2249 1,402  212 1,856 3,618 627  17,231 
S 1,895     6,012    7,907 
T 1,931 4656 680 262 705 2,055   751 11,040 











A B C D E F G H J K L M P Q R S T
会議室 和室 学習・実習室 音楽室 多目的室
ホール・講堂 視聴覚室 児童室 体育室
 
図 ３-41 各自治体部屋の利用人数割合 
 
図 3-42 は、各自治体における総稼働率注6を示す。総稼働率は 1 ヶ月間の各施設の稼働率を自
治体の施設全体の平均値として計算した値である。自治体全体の平均稼働率は 0.476 で一番稼働















図 ３-42 各自治体における総稼働率 
                                                   
注6 稼働率とは 1 ヶ月間フルの総利用可能コマ数に対し、実際使われたコマ数の割合を算出し
た値である。 
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表 3-16 と図 3-43 は、各自治体の部屋ごとの稼働率をそれぞれ数値と割合で示したものであ
る。部屋の利用形態で、最も平均稼働率が高いのは 0.746 の視聴覚室である。自治体ごとにみ





表 ３-16 各自治体の部屋毎の稼働率（単位：％） 
自治体 会議室 和室 
学習・ 
実習室 






A 59.05  42.81  50.04  68.88  67.98  94.61  81.61  -  -  66.43  
B 35.76  37.06  41.64  15.23  -  -  69.20  74.43  -  45.55  
D 56.75  42.53  24.66  -  42.53  -  -  -  -  41.62  
E 50.23  53.33  30.81  -  48.07  -  83.80  -  -  53.25  
F 80.54  29.57  12.99  83.91  -  -  -  -  14.94  44.39  
G 64.40  54.35  48.85  68.01  52.30  -  98.44  -  58.62  63.57  
H 44.19  62.07  54.50  -  93.10  -  -  79.60  -  66.69  
K 24.28  15.17  20.00  -  -  13.79  -  -  -  18.31  
L 31.22  13.79  10.34  75.86  -  -  55.17  -  -  37.28  
M 31.92  21.07  30.86  -  -  -  77.33  -  16.44  35.52  
Q 39.68  43.65  33.33  60.42  97.62  -  56.25  -  58.33  55.61  
R 40.19  40.55  47.23  -  26.25  -  82.43  69.71  16.33  46.10  
S 63.22  -  -  -  -  -  50.57  -  -  56.90  
T 39.08  40.13  39.46  85.06  88.51  45.98  62.45  -  -  57.24  
















A B D E F G H K L M Q R S T
会議室 和室 学習・実習室 音楽室 多目的室
体育室 ホール・講堂 視聴覚室 児童室
 




























ため、データを 2 次加工し、比較を行った。 
表 3-17 注7は各自治体の建物データの平均値を示す。コミュニティ施設は延床面積が 2,000 ㎡
以下の施設が多くて 1,000 ㎡以下の施設も見られること、平均階数 3 階以下のものが多いこと、
最寄駅からの距離はほとんどの自治体の施設が 20 分以内の距離に位置していることから住民の
生活圏に近く、小規模な施設が多いと考えられる。補正新築工事費は新築当時の工事費用を現在
価値として換算したもので、自治体によって㎡当り工事費が 102 千円から 432 千円までかなり






の 4 項目を調査した。調査の結果、耐震補強率が 100%になっている自治体は 5 つで 30%以下
の自治体も多数確認した。自治体によっては予算の範囲で教育施設や庁舎施設などを優先するこ
とから、コミュニティ施設については比較的遅れている場合も見られた。アスベスト対策対応率
は、多数の自治体が 100%近く対応している。バリアフリー化対応率は、0%の自治体が 2 つあ
るが、他では 80%以上が多い。エレベータ普及率が 4 項目の中で一番割合が低いことから、コ
ミュニティ施設は主に小規模で平均 3 階以下の低層建物が多いこととの関係が考えられる。そ
のうち、自治体 H は 4 項目すべてで対応率 40%以下になっている。 















































(㎡) (分) (千円/㎡) (年)  
A 1,717 23 219 19 0.54 0.36 2.0 82 100 61 61 
B 1,244 11 170 20 0.71 0.51 2.2 17 83 83 88 
C 889 14 271 24 0.83 0.54 2.3 88 81 94 50 
D 939 17 207 26 0.64 0.24 2.2 91 100 27 18 
E 1,936 11 214 31 0.50 0.44 3.3 55 100 100 100 
F 689 14 217 24 0.67 0.44 2.0 44 100 100 33 
G 1,824 11 360 21 0.78 0.69 2.4 64 91 82 67 
H 1,454 10 102 28 0.71 0.74 2.4 20 40 20 40 
I 632 16 288 16 0.66 0.49 1.9 100 100 100 82 
J 2,320 10 173 12 0.52 0.32 2.9 80 100 80 50 
K 1,171 12 220 20 0.87 0.54 1.9 30 90 91 64 
L 720 9 - 24 0.72 0.54 1.7 29 100 29 0 
M 714 13 228 26 0.65 0.32 2.2 100 100 0 22 
N 1,566 10 127 11 0.87 0.64 3.2 100 100 100 67 
O 3,350 12 320 17 0.72 0.41 3.0 0 100 100 100 
P 1,442 20 185 27 0.56 0.42 2.8 40 100 80 80 
Q 1,735 11 432 12 0.51 0.37 2.7 100 100 100 100 
R 1,982 13 244 26 0.69 0.43 2.6 60 100 100 100 
S 2,844 15 281 21 0.73 0.64 4.0 100 100 0 100 















の 4 割以上に及ぶ程頻繁に利用されている。総稼働率注9は大体 5 割前後になっているが、中に
は 3 割を下回る自治体も見える。 
 




























A 442.83 760,513 0.30 508.62 1,423 1,782 187 1,610 4,395 31.9 10,450 57.5 
B 800.84 996,626 0.72 893.24 2,620 - 202 3,152 1,019 37.5 3,804 44.6 
C 1255.61 1,178,423 0.78 733.42 - - - - - 34.3 2,947 - 
D 1251.31 2,422,472 1.98 3,833.09 - 3,456 464 1,744 946 39.4 5,081 49.2 
E 1105.00 760,907 0.74 506.55 2,162 504 557 4,133 2,691 27.9 6,220 49.1 
F 1348.78 2,459,944 1.07 1,954.83 10,098 - 304 654 1,068 25.5 3,514 44.5 
G 845.59 1,229,734 1.39 2,028.00 3,214 3,781 142 2,391 2,158 14.6 5,887 67.4 
H 727.68 460,134 0.52 330.35 3,422 - - 2,935 640 34.9 7,761 56.2 
I 688.54 1,597,442 0.44 1,027.50 9,816 - 744 2,342 680 37.6 4,069 53.9 
J 1314.57 1,539,395 1.10 1,287.14 18,192 1,496 304 3,829 2,107 40.1 5,797 50.2 
K 665.08 478,823 0.48 347.43 2,579 - 518 3,152 1,790 5.8 953 20.5 
L 871.33 622,499 0.84 598.00 3,156 - 141 4,546 346 14.2 1,471 33.5 
M 632.54 990,641 0.71 1,117.72 4,384 3,264 1,074 1,211 878 19.6 1,327 35.5 
N 2722.56 9,121,370 3.06 10,258.00 - 1,424 305 2,192 2,017 - - - 
O 934.38 1,346,962 0.45 655.80 - - 244 - 4,551 - - - 
P 1837.32 3,188,038 1.89 3,274.50 837 - 702 2,259 1,072 13.2 1755 - 
Q 937.11 1,856,879 0.84 1,659.00 11,678 - 420 2,215 3,711 10.5 2559 46.9 
R 1416.20 4,028,004 1.81 5,144.00 1,756 189 199 1,666 3,027 22.6 3446 50.4 
S 753.95 304,544 0.58 233.86 2,830 772 52 2,315 5,828 14.0 7907 56.9 
T 1081.64 1,860,176 1.04 1,915.32 15,330 - 452 606 1,177 5.8 1,577 46.2 
 
                                                   




稼働率(％)＝実際使われた回数／稼動可能な回数 * 100 
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図 3-44は施設毎の 1ヶ月間の延べ利用人数と総稼働率を両軸とする PPMマトリクスである。
各軸の平均値を基準とし、4 つの領域に分けると第 1 象限は部屋の稼働率が高い上に利用者も多




営状況が悪いと言える。図 3-44では自治体 K の施設が第 3象限に主に分布している事が分かる。 
 



































Avg. the number of users:4,502







図 3-45 は㎡あたりのエネルギー消費量と㎡あたりの水使用量を両軸とする PPM マトリクス
である。この図では第 3 象限の方がエネルギー消費量と水使用量が尐ないこととなるので、効
率の良い領域である。逆に第 1 象限の方がエネルギー消費量と水使用量が多いことになるので
その原因を調べる必要がある。この図では自治体 A の施設は、主に第 3 象限に属していて、自















































GAvg. energy consumption:956 MJ/㎡













を試みる。本項では表 3-19 の 8 つの項目を評価指標とし、その偏差値を求めレーダーチャート
で示した。8 つの評価項目の偏差値を出すために 1 次加工したデータをさらに加工して 2 次加工
データとした。その算出根拠及び仮定を表 3-19 に示す。 
 
表 ３-19 施設運営管理評価のための項目 
評価項目 算出根拠及び仮定 
施設利用人数 表 3-18 の施設当り利用人数を用いる 




















前述の表 3-19 の 8 つの評価項目の偏差値は数字の高いほど良いということでこの数字を合算
した値を施設運営管理度とし、以下の図 3-46 に各自治体の施設運営管理評価のレーダーチャー
トを示す。20 自治体の施設運営管理状況を数値化し、状態を項目ごとに 0 点から 80 点の間に
表わす。80 点に近いほど適正性を満たす又は効率が良いことと仮定する。なお、8 つの項目合
計点を「施設運営管理度」とし、総合点数が高いほど全体的に施設運営管理程度が高いとみなす。 
以上のような手法で調査対象自治体を図 3-46 のように評価した。 
                                                   
注10 偏差値は、標準化された値の一種であり、データの平均値を 50、標準偏差を 10 とし、
単位の異なるグループ間の比較を可能とする。偏差値への変換は、標準化した値(平均値 0、標



































































































































































































































































































































































































































































入したものを電子ファイルとして収集した。調査期間は 2008 年 10 月 1 日から 2009 年 3 月
31 日までである。 
配布の際には記入フォーマット、記入参考事例が入ったサンプル、各項目の記入解説書を一








































複合 1620 8120 1960 RC造 5 学校教育部　教育センター　
3 ○○小学校 新宿区大久保3- 体育館 単独 2150 1960 RC造 2 学校教育部　教育センター　
4 スポーツセン 新宿区大久保3- 運動施 単独 7174 29696 1994 RC造 4 委託 ○ ○ ○
5 庁舎 ○○市○○2-51- 単独 8133 1953 RC造 ○ ○ ○
6 庁舎（A棟） ○○市○○2-51- 単独 1275 8729 1953 RC造 地上6階、地下1階総務部 総務課　
7 庁舎（B棟） ○○市○○2-51- 単独 820 4123 1953 RC造 5 総務部 総務課　































竣工年 建築工事が終了した年のこと。 例）昭和○年、西暦 19○○年。 
施設構造 建物の骨組み。躯体。 




























本調査で収集した施設のデータは 15 自治体 3,477 施設である。総延床面積は 4,602,837
㎡であり、最も多い自治体の施設数は 1,017 施設、最も尐ない自治体は 71 施設となってい
る。収集できた各自治体の保有施設を表 3-23 に示す。 
 
表 ３-23 各自治体の保有施設概要 
自治体 A D F G K M N P 
棟数 1017 165 134  377  159  81  144  74  
延床面積
（㎡） 
1,020,180 357,259 192,629 838,018 183,501 120,853 134,248 134,974 
自治体 R T U V W X Y - 
棟数 114  247  348  216  141  189  71  - 
延床面積
（㎡） 










表 ３-24 データの収集状況 




施設の名称 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
住所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
施設用途 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ 
用途の複合状
況 
○ ○ ○   × ○ ○ ○ ○     ○   ○ 
敷地面積（㎡）   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △     ○   △ 
建築面積（㎡） ○   ○   ○ ○ ○ ○ △   ○ ○     
延床面積（㎡） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
竣工年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ 
施設構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
階数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○   ○ 




図面   ○ ○   × ○ ○ ○ △   △ ○     
施設台帳 ○ ○ △   ○ × ○ ○ ○     ○     
修繕工事履歴
記録 
○ ○ △   ○ ○ × ×       ×     
施設利用状況
記録帳 















y = 1.3522x + 7490.9
R2 = 0.9627


























図 ３-46 人口と施設面積の関係 
 
 
図 3-47 と図 3-48 は、各自治体の施設類型別の総ストック量を施設類型別割合で示す。全
収集データを示す図 3-47 を見ると延床面積と棟数では 7 割以上を教育文化施設が占めてい
る。また、教育文化施設と行政施設を合わせた場合、8 割以上 9 割近くを占める値となる。
よって、自治体の人口と強い相関関係を持っている教育文化施設と行政施設を施設マネジメ
ントの重要な核とし、集中的に管理しなければならない。 























図 ３-48 各自治体の施設類型別総ストック量 
 
図 3-49 は、調査施設の竣工時期とその延床面積を示す。多摩地区自治体の公共施設は 1960
年代後半から 1980 年代前半まで集中的に建てられた。それらの公共施設のほとんどが築後 30
年以上経過し、全施設の 5 割弱が建替えの時期を迎えている。また、1980 年代後半から 1990
年代前半まで新たな施設が多量に設置され、現在大規模修繕工事の時期を迎えている。しかし、
建替え時期を迎えた全ての施設を建替えることは財政面でも環境面でも非常に困難と言える。 
※建替え需要ライン：建替え工事の目安として築後 30 年経過を基準とした場合 
※大規模修繕需要ライン：大規模修繕工事の目安として築後 20 年経過を基準とした場合 


































































































































その他 12,940 0 8,125 4,124 0 0 0 0 0 5,853 1,914 9,817 2,710 2,937 0
公営住宅 71,874 40,132 36,560 38,299 16,348 0 12,430 1,348 1,738 1,259 0 15,469 3,319 7,808 0
福祉医療施設 19,509 63,737 70,978 18,661 6,483 1,986 3,799 2,750 9,137 12,241 4,750 178 18,224 5,544 17,487
行政施設 151,206 23,873 128,017 24,378 13,470 16,108 24,650 13,365 25,370 18,119 19,221 1,399 29,016 8,261 24,535
教育文化施設 761,483 229,517 594,338 232,630 84,551 139,970 138,465 116,785 156,383 146,029 109,089 248,447 265,120 109,620 195,784
A D G U M R V N F K P X J Y W
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化施設、行政施設の順である。教育文化施設は 8 割弱の施設が、行政施設は 6 割強の施設が築
後 20 年以上経過している。これは公共施設の面積のほとんどを占める施設が最も古いことを
示す。特に教育文化施設では、築後 30 年以上経過した施設が 6 割弱になっており、他の施設
に比べ、その状況はさらに深刻と言える。 
図 ３-50 施設類型の築年数別総ストック（延床面積の割合） 
 
図 3-51 は、自治体ごとの施設の築年数別の割合を示す。維持保全コストの投入額が急増す
ると予想される築後 20 年以上経過した施設をみると、自治体 D、自治体 N、自治体 F、自治
体 P、自治体 Y の施設 8 割以上が築後 20 年以上経過している。自治体 G、自治体 V は約 5
割の施設が既に築後 20 年以上経過しているが、他の自治体に比べ、比較的築後年数が経過し
ていないと言える。 































教育文化施設 行政施設 福祉医療施設 公営住宅 その他







50年以上 11,619 1,226 0 694 0 0 3,146 674 674 99 0 766 6,386 5,823 0
40～49年 121,780 65,268 17,270 40,211 23,818 9,617 4,358 30,691 30,691 38,724 30,780 35,905 43,957 43,395 44,888
30～39年 339,405 164,115 61,728 123,420 49,374 68,895 53,744 40,682 40,682 47,261 62,286 109,164 115,331 46,586 89,922
20～21年 244,247 73,699 143,590 87,599 14,004 26,961 34,605 35,079 35,079 31,096 26,397 56,508 56,130 13,360 37,196
10～19年 181,475 23,694 141,796 38,106 16,419 41,032 47,766 10,177 10,177 21,621 1,606 39,837 47,439 13,330 45,139
0～9年 107,859 29,138 124,040 28,062 17,238 10,161 35,058 11,993 11,993 34,138 13,906 33,130 49,147 6,958 20,660






















うな 3 段階の調査を行った。 
 
第 1 段階：現地調査による公共施設実態及び問題点の把握 
第 2 段階：コミュニティ関連施設に関するアンケート調査 





























































２） 2007 年度ストックマネジメント白書、東京都市建設行政協議会、2008.4 
３） 国土技術政策総合研究所：国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告、2006.1 







第４章 自治体組織構造及び施設マネジメント関連業務プロセスに関する研究  
 
４．１ 研究の概要        
４．１．１研究背景及び目的      
４．１．２研究方法及び内容      
４．２ 調査対象自治体の概要       
４．２．１部門の定義       
４．２．２業務の定義       
４．３ 調査対象自治体の組織体制      
４．３．１施設マネジメント関連部門     
４．３．２組織体制のタイプ分類      
４．３．３組織分類における傾向      
４．４ 施設マネジメントの取組み      
４．４．１自治体の一般的な業務フローの現状    
４．４．２施設マネジメント業務のフローにおける先進事例   
４．４．３施策における先進事例      
４．４．４施設マネジメント取組み状況のまとめ    














































調査対象の自治体の概要は以下の通りである（表 4-1）。なお Q 自治体に関しては平成 21 年
3 月 31 日現在の値、それ以外の自治体は同年 1 月 1 日の値である。人口について最大値は A 自
治体の 543,994 人、最小値は K 自治体 58,640 人である。人口 30 万人以上（中核自治体レベル）
の人口を有している自治体が 2 自治体、20 万人以上（特例自治体レベル）の人口を有している
自治体が 4 自治体である。面積の最大値は A 自治体の 186.31k ㎡、最小値は L 自治体の 6.39k





ら離れて人口密度も低い自治体 D、O、Q は財政力指数が 0.8 または 0.7 程度にとどまっている。
しかし、財政力が 1.0 以上である自治体でも経常収支比率は 90%前後が多くみられ、財源運営
に余裕はなく、むしろこれ以上厳しくなると財政の破綻も危惧される。 
なお、本章で扱う A から Q までの自治体は 2 章と 3 章と同じものではない。 
 
                                                   





注2 財政力指数（Financial Capability Index）とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、基
準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去 3 年間の平均値をいう。財政力指数が
高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体ということになり、1.0 を超える団体は、普
通は地方交付税の交付を受けない。ここでは最近十数年間の状況を 10 年間の平均で示している。 
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A 708 956,836 543,996 186.31 2919.84 90.92 1.02 
B 300 370,000 172,547 24.38 7077.40 92.31 1.15 
C 160 300,000 134,253 10.73 12511.93 81.02 1.57 
D 257 357,259 138,649 103.26 1342.72 88.05 0.89 
E 180 545,200 239,928 29.34 8177.51 88.11 1.23 
F 189 275,310 211,904 21.53 9842.27 87.87 1.21 
G 377 838,018 411,721 71.63 5747.88 85.96 1.13 
H 125 155757 110,458 11.33 9749.16 94.86 1.00 
I 121 237,551 178,654 20.46 8731.87 92.48 0.99 
J 159 183,501 114,936 11.48 10011.85 94.94 1.00 
K 81 120,853 58,640 10.24 5726.56 91.60 0.75 
L 68 121,347 76,149 6.39 11916.90 98.80 0.87 
M 144 134,248 82,140 13.54 6066.47 91.56 0.84 
N 114 158,063 79,664 17.97 4433.17 84.79 0.86 
O 216 179,344 80,788 73.34 1101.55 91.35 0.77 
P 247 318,390 189,863 15.85 11978.74 87.44 0.92 
Q 564 358,000 175,601 103.59 1695.15 94.37 0.97 








































































表 ４-2 随意契約の上限額 （「地方自治法施行令 別表第 5」より引用） 
一 工事又は製造の請負 都道府県及び指定都市  二百五十万円 
市町村（指定都市を除く。以下この表において同じ。）百
三十万円 
二 財産の買入れ 都道府県及び指定都市  百六十万円 
市町村  八十万円 
三 物件の借入れ 都道府県及び指定都市  八十万円 
市町村  四十万円 
四 財産の売払い 都道府県及び指定都市  五十万円 
市町村  三十万円 
五 物件の貸付け 三十万円 
六 前各号に掲げるもの以外のもの 都道府県及び指定都市  百万円 


































































































形態を「営・管同局型」、部局が一つになっている形態を「3 部門同局型」と定義する。（図 4-5）。 
図 ４-5 組織体制のタイプ分類 
 
図 4-5 に従って調査対象自治体を分類した結果を表 4-3 に示す。「3 部門個別型」及び「財・
管同局型」に分類された自治体は 7 自治体で、近年における組織体制改正は確認されなかっ









































































































































各自治体の 3 部門における人員配置は以下の表 4-4 のとおりである。営繕部門では、最多は A
自治体の 41 人、最尐は K 自治体の 3 人、次が J 自治体及び N 自治体の 4 人となっている。同
様に財政部門では最多が A 自治体の 14 人、G 自治体の 13 人、B 自治体の 12 人で、最尐が K
自治体の 4 人となっている。管財部門では最多は規模の異なる G 自治体、I 自治体、Q 自治体が











































A 41 14 5 60 708 956,836 2,900 11.80 15,947 0.021  
B 16 12 5 33 300 370,000 1,150 9.09 11,212 0.029  
C 20 7 1 28 160 330,000 1,101 5.71 11,786 0.025  
F 16 8 5 29 189 275,310 1,202 6.52 9,493 0.024  
G 37 13 14 64 377 838,018 2,136 5.89 13,094 0.030  
I 8 8 14 30 121 237,551 886 4.03 7,918 0.034  
J 4 6 3 13 159 183,501 719 12.23 14,115 0.018  
K 3 4 3 10 81 120,853 377 8.10 12,085 0.027  
L 8 8 3 19 68 121,347 502 3.58 6,387 0.038  
M 6 5 9 20 144 134,248 482 7.20 6,712 0.041  
N 4 5 3 12 114 158,063 502 9.50 13,172 0.024  
O 5 5 7 17 216 179,344 452 12.71 10,550 0.038  
P 9 7 7 23 247 318,390 1,103 10.74 13,843 0.021  
Q 5 9 14 28 564 358,000 788 20.14 12,786 0.036  
平均 13 8 7 28 246 327,247 1,021 9.09 11,364 0.029 
 
部門一人当たり施設量では、平均値 9.09（棟/人）、11,364（㎡/人）となった。最大値は Q
自治体の 20.14（棟/人）、A 自治体の 15,947（㎡/人）であり、1 人当たり最大棟数と延べ面積
の自治体が異なる。これは A 自治体の１施設当り面積が大きいからではないかと考えられる。





図 ４-8 施設マネジメント関連部門一人当たり保有施設数 
 

















































1.59% 1.82% 1.39% 1.73% 1.24% 1.11% 1.33% 1.41% 0.80% 0.90% 0.80% 0.63% 0.82% 0.56%
L市 C市 B市 G市 M市 O市 F市 A市 K市 I市 N市 Q市 P市 J市
 





法を用いて PPM マトリクス分析を行った。その結果を図 4-11 から図 4-14 に示す。 
次世代負担比率と資金手当て率による、PPM マトリクスの結果を図 4-11 に示す。特に A 自
治体と I 自治体はそれぞれ「3 部門同局型」と「財・管同局型」に属し、次世代負担比率が高い
割に資金手当率が低いので厳しい状態であると言える。つまり、他の自治体に比べて資金調達の
余裕が無いので、保有施設総量および職員数の適正化、ランニングコストの縮減などのような積
極的な施設マネジメントへの取組みが求められる。A 自治体と I 自治体では実際に施設マネジメ
ントの取組みが積極的に行われており、自治体のおかれた状況がきっかけになったのではないか
































図 ４-11 次世代負担比率と資金手当て率 
 






































図 ４-12 次世代負担比率と一人あたり負債額 
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老朽化比率と次世代負担比率の PPM マトリクスを図 4-13 に示す。A 自治体と I 自治体は次
世代負担比率、老朽化比率ともに高い値を示し、調査対象の中では最も深刻な状態である。図
4-11 に述べたように、これらの自治体は施設マネジメントに積極性を持っている。なお、「3
































図 ４-13 老朽化比率と次世代負担比率 
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予算額対資産比率と次世代負担比率の PPM マトリクスを図 4-14 に示す。これら 2 つの指標










































































Ｎ             
Ｊ             
Ｍ             
Ｅ             
Ｋ         ○   
Ｄ             
Ｈ             
財・管同局型 Ｉ   ○   ○   ○ 
3 部門同局型 
Ａ ○ ○   ○ ○   
Ｇ ○   ○ ○ ○   
Ｃ     ○ ○ ○   
営・管同局型 
Ｂ             
Ｏ             
Ｆ             
Ｐ   ○   ○ ○ ○ 
Ｌ ○           



















































































は、今回調査した自治体の中から A 自治体、C 自治体、G 自治体、I 自治体、Q 自治体及び東京
都の事例を述べる。 















































（2） C 自治体の取組み 



























（3） G 自治体の取組み 




























図 ４-19 G 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー 
 
 






























図 ４-20 I 自治体における「小規模入札工事」の事務フロー 






































































































I 自治体、P 自治体、Q 自治体について紹介する。なお、施策の経緯に関しては、研究発表資料
の参照、自治体公表資料の参照、ヒアリング調査等により行った。 
 
（1） C 自治体における施策 




表 ４-6 C 自治体における施設マネジメント導入の経緯（2005 年まで） 
 施策名 参加者 備考 


















施設管理システム開発   





2003 年 保全整備計画の策定 営繕部門  
2004 年 




FCI による保全整備計画 営繕部門  












表 ４-7 I 自治体における施設マネジメント導入の経緯 




















施設白書の作成 政策課 5.の取組みの一環として作成 
















表 ４-8 P 自治体における施設マネジメント導入の経緯 





第 1 回検討委員会開催  議題：検討委員部会の設置 

































第 9 回検討委員会開催  
適正配置等今後の施設のあり方の検
討 
検討委員会部会開催  耐震計画案説明 
2009 年 




















表 ４-9 Q 自治体における施設マネジメント導入の経緯 
 施策名 参加者 備考 
2007 年 
FM 担当を設置   
保全情報システムの暫定導入   





FM の基本方針の策定   
耐震化計画の策定   
FM 部門の創設 総務部管財課  

























































































第５章 結論         
 
５．１ 各章の総括        
５．２ 推進プロセスの提案       













































法の選択や優先順位をつけることが可能となった。分析は 3 段階に分かれており、第 1 段階で
























第 2 段階における 194 施設の調査分析の結果、2010 年度には約 32％の施設が築後 30 年以上
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